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◇主婦連合会は消費税率アップに断固反対を表明、消費者の意見を十分反映させることを保証した消費税率アップに頼らない税制改革の実施を政府に要望しました。〔２０１２/１/２３〕　　　（内容要旨）
１．消費増税は、所得の低い人ほど負担の大きい逆進性が特徴。歯止めなき税率アップとなりかねない。 

２．総合課税にすべき。最高税率を引き上げ、高所得者ほど税負担が重くなる累進課税の強化が必要。

３．社会保障改革の中身は極めて不透明。生活困窮の要因の一つである消費税を、社会保障財源に位置付けることは本末転倒。

４．財政再建へ向け、増税の前に歳出の大幅な見直しをするべき。

５．消費者や中小自営業者へ配慮が感じられない。

６．消費増税を予定する一方で、大企業の減税措置を決定するなど、整合性を欠く施策を導入しようとしており、到底納得できない。
「家は流されたが憲法の生存権がある」　岩手2･5｢県民のつどい｣発言より

◇震災から1年。瓦礫撤去がすすみ、飲食店、小売店など仮設店舗で営業を始めている。仮設住宅は大船渡市で1800戸建設されたが、被災者全員が入居できたわけではない。仮設住宅・店舗の利用は2年間。延長しても１、２年後には自宅や店舗・事務所を建てなければならない。その時期に国は全力をあげ復興支援するべきなのに、野田政権は消費税をあげると言う。被災者、被災地にも消費税は一律にかかり、「被災地の復興などどうでもいい」「被災者は自分の力で以前の生活を取り戻せ」と言っているようなもの。

「大船渡の再建を考えるシンポジウム」（1/21）では「今日、身につけているものは、眼鏡以外すべて支援物資」、「津波で家は流されたが、憲法で保障された生存権や幸福追求権まで流されたわけではない」との発言があった。この発言を大切にしてほしい。

（千葉・大船渡民商事務局長）
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消費税一口メモ


　社会保険料が暮らしを圧迫！


さらなる増税で、暮らし破壊へ･･･


◆総務省の2011年通年の家計調査によると、「勤労者世帯１世帯


あたりの社会保険料は、月平均で４万6240円となり、実収入に占


める割合が初めて１割を超えた」とのこと。理由は、年金や医療など


の保険料アップのためです。社会保険料が0.8%増だったのに、収


入の方は2.0%減となっています。


本来、社会保障は暮らしを支えるものですが、もはや社会保険料


が家計を圧迫し、貧困を生んでいるという結果になっています。


このうえ消費税が10%に増税されれば、国民のくらしは一体、どう


なるのでしょうか？











